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病床数適正化支援事業について
栃木県保健福祉部医療政策課

資料５
令和７(2025)年８月５日

令和７(2025)年度第１回栃木県地域医療構想調整会議



病床数適正化支援事業について

病床数適正化支援事業（新規）※国庫補助項目
入院医療を継続するための病床数適正化に対する支援目的
R6.12.17~R7.9.30までに一般病床、療養病床、精神病床の削減を行う医療機関
※第１次内示、第２次内示それぞれで対象要件あり対象

削減病床１床につき4,104千円支給額
R7.10.1以降に廃院する医療機関は対象外支給要件

不要調整会議・
医療審議会への協議

支給対象休床の扱い

本事業は、効率的な医療提供体制の確保を図るため、医療需要の急激な変化を受けて病床数の適正化を進める医療機関に対
し、診療体制の変更等による職員の雇用等の様々な課題に際して生じる負担について支援を行う

概 要

2

国第１次内示(概要)
栃木県第１次内示額：439,128千円（107床）
【国 配分額算定方法（概要）】
※1床当たり4,104千円を下回らないように支給
(1)「R4年度から3年連続経営赤字の医療機関」又は「R5
年度から2年連続経営赤字かつR6年度に病床削減済み
の医療機関」

(2) 給付額上限の上限は、(1)の赤字額の平均の半分を
目安とする

(3) 1医療機関あたりの給付は50床を上限

国第２次内示(概要)
栃木県第２次内示額：73,872千円（18床）
【国 配分額算定方法(概要)】
※1床当たり4,104千円を下回らないように支給
(1)R5年度から2年連続経営赤字の医療機関

※第１次内示で対象となった医療機関は除く
(2) 給付額上限の上限は、(1)の赤字額の平均の半分を

目安とする
(3) 1医療機関あたりの給付は10床を上限
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申請・内示状況（7/2時点）
第二次内示第一次内示

支給申請額
（千円）

うち、
休床

申請削減病床数
申請圏域 内示額

（千円）病床数対象件数内示額
（千円）病床数対象件数合計精神療養一般

16,416４２件32,832８３件574,5609014074264９件宇都宮

０００件０００件53,35210133100２件県西

41,04010１件０００件151,84837370▲441２件県東

０００件65,66416３件484,27211111872442５件県北

16,416４１件205,20050１件948,024169231100221４件県南

０００件135,43233３件443,23260108402543４件両毛

73,87218４件439,12810710件2,655,2885336471993741126件合計

補足

スケジュール(案)

• 本給付金を活用する医療機関については、これまでの取組として、各医療機関が、今後の病床数の見通しなどを意向調査などで地域に説明（共有）して
きた経緯があることを鑑み、地域医療構想調整会議で病床削減の経緯や影響などについて報告を行う

• 第３次内示については、再募集の可否含め未定

第２次内示（厚生労働省→県）、説明会6.27要望調査回答（医療機関→県）～3.14

各地域医療構想調整会議で説明7月要望調査回答（県→厚生労働省）～3.18

支給申請（医療機関→県）7月第１次内示（厚生労働省→県）4.11

病床削減手続き（医療機関）～９月末内示（県→医療機関）～４月末
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第２次内示（４医療機関）

第１次内示（10医療機関）

医療機関名
削減前病床数
（床）

削減後病床数
（床）

削減病床数
（床）

うち休床
（床）

給付対象
（床）

支給申請額
（千円）

宇都宮東病院 40 39 1 0 1 4,104
佐野厚生総合病院 531 510 21 8 21 86,184
高野病院 50 47 3 0 3 12,312
佐野医師会病院 119 112 7 7 7 28,728
福島整形外科病院 60 57 3 0 3 12,312
柴崎外科医院 18 14 4 0 2 8,208
那須赤十字病院 460 450 10 0 10 41,040
本庄記念病院 108 103 5 0 5 20,520
宇都宮脳脊髄センター 19 14 5 0 5 20,520
自治医科大学附属病院 1,155 1105 50 50 50 205,200

医療機関名
削減前病床数
（床）

削減後病床数
（床）

削減病床数
（床）

うち休床
（床）

給付対象
（床）

支給申請額
（千円）

早津眼科医院 9 7 2 0 2 8,208
福田記念病院 186 176 10 10 10 41,040
樹レディスクリニック 15 11 4 0 4 16,416
JCHOうつのみや病院 199 197 2 2 2 8,208
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かかりつけ医機能報告制度施行後の当面のスケジュール

・6月27日付けで「かかりつけ医機能の確保に関するガイドライン」が発出されました。
・具体的な運用や各報告事項の詳細を定めた「かかりつけ医機能報告マニュアル（仮称)」が今後発出される予定です。
・協議の場については現在検討中ですが、具体的な運用は令和8年度以降になる見込みです。 2

かかりつけ医機能報告制度に係る第２回自治体向け説明会 令和７年１月31日資料



栃木県生産性向上・職場環境整備等支援事業募集要項 

 

1 事業の目的 

この事業は、人材確保が喫緊の課題となっている中において、限られた人員でより効率的に

業務を行う環境の整備費用に相当する金額を給付金として交付することにより、業務の生産性

を向上させ、職員の処遇改善につなげることを目的としています。 

 

2 募集期間 

令和７(202５)年８月１日（金）から令和８(202６)年２月 20 日（金）まで【必着】 

 

3 給付対象施設 

令和７(2025)年３月 31 日時点において次のいずれかのベースアップ評価料を届け出てい

る栃木県内の病院、有床診療所（医科・歯科）、無床診療所（医科・歯科）及び訪問看護ステー

ションです。 

 

4 給付対象事業 

次の各号に掲げる事業のいずれか（複数可）であって、令和６(2024)年４月１日から令和８

(2026)年３月 31 日までの間に、業務の効率化や職員の処遇改善を図るために実施する事業と

します。 

(1) ＩＣＴ機器等の導入による業務効率化 

タブレット端末、離床センサー、インカム、ＷＥＢ会議設備、床ふきロボット、監視カ

メラ等の業務効率化に資する設備の導入 

(2) タスクシフト又はタスクシェアによる業務効率化 

医師事務作業補助者、看護補助者等の職員の新たな配置によるタスクシフト又はタスク

シェア 

(3) 給付金を活用した更なる賃上げ 

処遇改善を目的とした、既に雇用している職員の賃金改善 

 

５ 給付金額（上限） 

次の表の基準額と実支出額とを比較して少ない方の額を給付金額とします。なお、算出され

た額に 1,000 円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとします。 

 

６ 提出書類 

(1) 栃木県生産性向上・職場環境整備等支援事業費給付金申請書（別記様式１） 

(2) 交付申請書兼口座振込依頼書（別記様式 2）※口座情報が分かる書類（通帳の写し等）を添付 

(3) 栃木県生産性向上・職場環境整備等支援事業費給付金実績報告書（別記様式３） 

 

【病院・有床診療所】 【無床診療所・訪問看護ステーション】 

(1) 外来・在宅ベースアップ評価料（Ⅰ） 

(2) 歯科外来・在宅ベースアップ評価料（Ⅰ） 

(3) 入院ベースアップ評価料（医科） 

(4) 入院ベースアップ評価料（歯科） 

(5) 訪問看護ベースアップ評価料（Ⅰ） 

(1) 外来・在宅ベースアップ評価料（Ⅰ） 

(2) 歯科外来・在宅ベースアップ評価料（Ⅰ） 

(3) 訪問看護ベースアップ評価料（Ⅰ） 

区 分 基準額 備 考 

病院、 

有床診療所 

許可病床１床当たり 40,000 円 ※申請日時点の許可病床数を基準とする。 

※許可病床数が４床以下の有床診療所は、１

施設当たり 180,000 円を基準額とする。 

無床診療所 １施設当たり 180,000 円  

訪問看護ス 

テーション 

１施設当たり 180,000 円  

参考資料２ 



※募集期間は令和８(2026)年２月 20 日（金）までとなっていますが、手続を円滑に進めるため、

事業完了後速やかに申請してください。事業完了が令和８(2026)年２月 20 日を過ぎる場合は、

同日までに交付申請書（別記様式１）を提出してください。 

※様式の電子データについては県公式ホームページ 

（https://www.pref.tochigi.lg.jp/e02/welfare/iryou/ippan/seisansei.html） 

からダウンロードするか、下記８記載の問い合わせ先までお申し出ください。 

 

７ 提出先及び提出方法 

(1)メール(原則メールで申請願います。) 

提出先メールアドレス：seisansei-shien@tochigi-r7iryou.jp 

件名：【施設名】栃木県生産性向上・職場環境整備等支援事業費給付金の申請 

内容：施設名（例：○○病院、○○医院、○○歯科など）、担当者の所属、担当者の氏名、電話

番号、メールアドレスを記載し、栃木県生産性向上・職場環境整備等支援事業費給付金

申請書（別記様式１）、支給申請書兼口座振込依頼書（別記様式２）、口座情報が分かる

書類及び栃木県生産性向上・職場環境整備等支援事業費給付金実績報告書（別記様式３）

を添付してください。 

(2)郵送 

郵送先：〒104-0061 

東京都中央区銀座 6 丁目 18-2 野村不動産銀座ビル 10F 

 

８ 事業に関する問い合わせ先 ※７月 14 日（月）以前はつながりません 

栃木県生産性向上・職場環境整備等支援事業費給付金事務局 

電話番号：050-8894-4399 

受付時間：午前 9 時から午後 5 時（土日祝日を除く） 

メールアドレス：seisansei-shien@tochigi-r7iryou.jp 

※事務局を株式会社綜合キャリアオプションに委託しています。 

 

９ 留意事項 

(1) 県公式ホームページに「栃木県生産性向上・職場環境整備等支援事業費給付金交付要領」を掲

載していますので、必ず御確認の上、申請書を提出してください。 

(2) 申請内容に不備があった場合、申請時に記載いただいたメールアドレス宛てにその旨連絡しま

すので、定期的に受信メールを確認してください。 

(3) メールアドレスがない場合には、電話にて修正依頼の連絡をしますので、日中に連絡がとれる

電話番号を記載してください。 

(4) 申請内容に不備があり、令和８(2026)年２月 27 日（金）12 時までに修正が完了しなかった

申請は、受理できませんので、予め御了承ください。 

(5) 設備購入費等に本給付金を充てる場合は、原則として消費税及び地方消費税に相当する金額を

除く金額を元に給付金額を算定してください。やむを得ず消費税及び地方消費税に相当する金額

を含む金額を元に算定した場合は、事業完了後に、消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報

告書の提出が必要となります。 

(6) 給付金の交付を受けた場合は、事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収入

及び支出について証拠書類を整理し、かつ、当該帳簿及び証拠書類を事業が完了する日の属する

年度の終了後５年間保管しておかなければなりません。 

 


